	


2011年6月6日《No.2568》
緊急　国会議員（衆参総務委員）要請行動を実施
公務員がしっかり働ける環境をつくることが必要だ
政府は、6月3日に私たちの強い反対を押し切って、「国家公務員の給与を向こう3年間にわたって10～5％削減する賃下げ法案」と「公務員制度改革関連法案」の閣議決定を強行しました。今後、たたかいは国会の場へと移ることから、国公労連は、衆参あわせて65人の総務委員会委員などへの要請行動を実施しました。
緊急の行動提起にもかかわらず、各単組から30人近くの仲間が参加。会期中で議員不在が多く、議員と懇談できたのは2人にとどまりました。会派にかかわらず今回の国家公務員賃下げ反対の意見も少なくないことが明らかになるとともに、国内経済に悪影響を及ぼす心配があることなど、意見の一致も多くありました。対応した秘書の中には、自分たちも同様に下げられるので、個人的には反対であるという話もあり、民主党のなかにも賃下げのマイナス影響を心配する議員もいることが、明らかになりました。また、何人かの民主党議員秘書からは、国公労連との懇談を前向きに検討する対応もありました。





　
　　　　　　　　　　　　　　殿

2011年6月6日
日本国家公務員労働組合連合会
要　請　書

　6月3日、政府は国家公務員の賃金を向こう3年間にわたり5～10％削減する給与引き下げ法案と、「自律的労使関係制度」確立を口実とした公務員制度改革関連法案を閣議決定しました。

国公労連は、①財政事情悪化の責任を公務員に転嫁する総人件費2割削減に道理も根拠もないこと、②公務員賃金の引き下げがデフレを加速し、経済をいっそう冷え込ませて復興にも悪影響を与えること、③震災からの復旧復興を含め、全国で行政を支え奮闘している公務員の士気を下げること、④労働基本権が制約されている下で現行制度にもとづかない賃金引き下げは憲法違反であること、などを主張し、賃金引き下げ提案の撤回を要求してきました。
しかし、政府はこの間の交渉で明確な根拠を示すことなく、「議論を続けても平行線の可能性が強い」と交渉を打ち切り、一部労働組合との合意を根拠に閣議決定を強行しました。
こうしたことが許されるならば、公務員労働者の権利侵害にとどまらず、国民のくらしや権利に多大な影響を与えることが懸念されます。大震災からの早期復興のためにも、景気の回復が不可欠であり、デフレを深刻にする今回の公務員賃金引き下げ法案は廃案にすべきです。

また、公務員制度改革関連法案をめぐっても、人事行政の中立・公正性の担保や、団結権や協約締結権を制約するという点で重大な問題があります。「自律的労使関係制度」の確立を目的とするなら、憲法やＩＬＯ勧告に明記された労働基本権を十全に保障した上で、団体交渉や協約締結が行われることが必要です。

つきましては、下記事項の実現に向けて、貴職のご尽力を賜りますようお願いします。

記

1． 政府が閣議決定した、国家公務員の給与引き下げ法案に反対してください。

2． 政府が閣議決定した、公務員制度改革関連法案について、公務員労働者の権利が不当に侵害されないよう、法案の抜本修正を求めてください。

3． 公務員賃金や労働基本権のあり方などの課題について、私たち国公労連との懇談や意見交換の場を設けてください。
国公労連速報
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山口俊一議員（衆・自民：秘書対応）


5･25の要請時には地公への影響があってダメと議員が言った。今の時期に国家公務員の賃金を下げるのはどうかと思う（議員も同様の考え）。ポピュリズムで公務員を叩いていればいいという時代ではない。公務員がしっかり働ける環境をつくることが必要だ。








西田昌司議員（参・自民：議員本人）


立場は違うが、賃下げ反対では一致している。2割削減を掲げる民主党を労組が応援するのはおかしい。復興に多額の国債発行が必要だと考えているが、そんなときにGDPを下げたら逆効果だ。








山下芳生議員（参・共産：議員本人）


国公労連の主張を理解し、議員自らも「頑張っていく」決意を表明してくれた。








柿澤未途議員（参・みんな：政策秘書）


以前から2割以上の削減を言ってきた。国民の理解を得なければいけない。しかし、地域経済の影響についてはそのとおりだと思うし、デフレスパイラルを何とかしなければならない。民主党は何もしていない。








高井崇志議員（衆・民主：政策秘書）


下げるべきではない。反対を押し切ってまでやるものではない。賃下げはＧＤＰを含むすべての産業に波及する問題だ。
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